
交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R７
目標目安

R７
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意見
今後の
方針

今後の展開

税証明コンビニ交
付事業

《２-２-２》

【税務課】

指
標
①

税証明コン
ビニ交付
サービス利
用件数

0件
（Ｒ４年度）

2,000件
（Ｒ７年度）

2,000件 621件

指
標
②

マイナン
バーカード
普及率

65%
（Ｒ４年度）

95%
（Ｒ７年度）

95% 99%

指
標
③

税証明コン
ビニ交付
サービスの
閉庁時間
帯利用件
数

0件
（Ｒ４年度）

1,500件
（Ｒ７年度）

1,500件 326件

デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）　小計 ① 事業数 1 0 0 0

-               -               

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

事業が効
果的であっ
たことか

ら、取組の
追加等さら
に発展さ
せる。

R8年度は、J-LIS（地方公共団
体情報システム機構）が主導
し、各自治体間の税証明の広
域交付を可能とするためのシ
ステム改修が全国一斉に実施
される。
これに伴い、税証明の取得に
関する利便性は更に高まり、
必然的に交付部数の伸長に
つながるものと予想される。

※広域交付とは、従来は、賦
課基準日（1/1）の住所地と現
住所地が異なる利用者（転出
者）は、前住所地の税証明は
取得することができなかった
が、今後は全国のコンビニエ
ンスストア等で、前住所地にお
ける税証明の取得も可能とな
る。

第2期総合戦略：
P28
基本目標Ⅳ-①-2)
未来技術を活用し
た新たな取組の推
進

令和７年度　デジタル田園都市国家構想交付金　（　デジタル実装タイプ　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）
黒字・・・・・目標値達成
赤字・・・目標値未達成

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

-               
地方創生
に効果が

あった

 【実績・成果】
　R7実績は、システム標準化に伴う
約１カ月弱のサービス停止期間を含
むものであるが、 利用実態を分析
すると、交付件数621件のうち326件
（約52.5％）が閉庁時間帯の利用で
あり、土日祝日や夜間帯における利
用が過半数を占めている（参考Ｒ６
実績：47.5%）。このことから、本サー
ビスは従来の窓口開庁時間に制約
されない行政サービスとして、利用
者の生活スタイルに即した高い利便
性を発揮していることが明確に示さ
れた。
   利用促進にあたっては、端末機の
操作説明動画を制作しYouTubeで
公開したり地域のステークホルダー
へ協力を依頼するなど、行政単独に
とどまらない情報発信体制を構築し
たほか、市報掲載や市公式LINEに
よるプッシュ型情報発信を組み合わ
せることで、紙媒体とデジタル媒体
を横断した網羅的な広報を実施し
た。

【課題】
　マイナンバーカードの普及により、
従来各種手続き等で必須とされてい
た税証明の添付が個人番号の記載
等により省略できるようになってき
た。これにより、証明発行全体の交
付枚数も減少してきている（参考Ｒ
6:2,893件、R7:2,600件）。今後もこの
傾向は加速していくとともに、コンビ
ニ交付件数も伸び悩む要因となって
いる。しかし、実績のとおり市民ニー
ズは高いため今後もサービス内容
について周知していく必要がある。

A-

目標値は達成していな
いないが、コンビニ交付
の対象となる証明書全
体の発行件数（約2,300
件）に対しての実績値
（621件）としては評価に
値する。

1

【事業目的】
　平成26年度から住民票等のコンビニ交付サービスを実施しているが、新たに税証明の
コンビニ交付を可能とし、更なるマイナンバーカードの利用促進と住民の利便性の向上
及び証明発行窓口での人と人との接触機会の軽減を図ることを目的とする。

【事業概要】
　税証明書（所得課税証明書、非課税証明書、所得証明）を既存のコンビニ交付システ
ムから発行できるようにするためのシステム改修

　・税証明書データ追加構築委託　　　　　　 　5,720,000円
　・証明発行プログラム環境構築作業委託　  8,866,000円
　・保守点検作業委託　　　　　　　　　　　　　　　 323,400円

【事業期間】
　Ｒ５

≪参考≫
　R05決算　総事業費　　　　　　　14,909,400円
　　　　　　　うちデジ田交付金　   7,454,700円

（Ｄ）
事業の方向性

R７総額

財源内訳

指標

デジタル実
装タイプ

資料１－１

・事業実施期間：R５年度

・交付金交付対象期間：R５年度

・検証対象期間：R５～R７年度
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交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R７
目標目安

R７
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意見
今後の
方針

今後の展開

新潟県災害時の避
難者支援システム
導入事業

《２-１-11》

【防災安全課】

指
標
①

専用アプリ
のダウン
ロード数

―
（R6年度）

180,000回
（R9年度）

2,000
（R7年度）

2,167
（R7年度）

指
標
②

イベント等
における専
用アプリの
啓発回数
及びイベン
トの参加人
数

―
（R6年度）

1回
50人

（R9年度）

1回
50人

（R7年度）

1回
58人

（R7年度）

指
標
③

システムを
用いた防
災訓練の
実施回数

―
（R6年度）

1回
（R9年度）

1回
（R7年度）

1回
（R7年度）

指
標
④

受付時間
（短縮され
る時間）

3分55秒
（R6年度）

10秒
（R9年度）

25秒
（R７年度）

未計測
（R7年度）

指
標
⑤

システムを
使った避難
訓練に参
加した住民
の満足度

―
（R6年度）

80％
（R９年度）

65％
（R7年度）

未計測
（R7年度）

2
地方創生
に効果が

あった

【実績・成果】
　新潟県及び30市町村が参加した
専用アプリが構築され、広域災害時
における避難者支援システムが整
備されたことから、大規模な災害が
発生した場合においても、迅速に避
難者の情報を把握し、県・市町村間
で情報を瞬時に共有することが可能
となった。このシステムにより、避難
所の受付業務への負担が軽減され
た。

【課題】
　専用アプリの使用者数の増加を図
りながら、市防災訓練などを通じて
使用方法の習熟度を向上させる必
要がある。

B

アプリの完成がR8年3
月であり、運用が開始
してからの日数が少な
い。そのため、令和７年
度の実績値としては未
計測等があっても致し
方ないと言える。
しかしながら、令和７年
度の実績値から令和９
年度の目標値の達成
のためには、より一層
の伸展が求められ、利
用者の認知拡大等に関
する努力が必要であ
る。

事業が効
果的であっ
たことか
ら、取組の
追加等さら
に発展さ
せる。

令和７年度　新しい地方経済・生活環境創生交付金　（　デジタル実装型　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）
黒字・・・・・目標値達成
赤字・・・目標値未達成

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

（Ｄ）
事業の方向性

R７総額

財源内訳

指標

【事業目的】
　新潟県と30市町村が連携し、避難所や避難所外の避難者を速やかに把握するための
システムを構築することで、避難者への速やかな情報提供・物資支援など、被災者支援
の向上を図る。

【事業概要】
　新潟県及び30市町村が連携し、広域災害時における避難者支援システムを整備・運
用する。
　また、平時から訓練を実施することで、発災時の円滑な避難者の受け入れ体制を構築
する。

【事業期間】
　R7年度

デジタル実
装型

114,500

引き続き、市民向けの啓発活
動を実施するとともに、誰もが
専用アプリを利用できるよう
に、総合防災訓練や自主防災
説明会で周知をはかる必要が
ある。
また、市総合防災訓練で、専
用アプリを活用した訓練を年１
回以上実施する。

229,000 114,500

資料１－１

・事業実施期間：R７年度

・交付金交付対象期間：R７年度

・検証対象期間：R７～R９年度
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交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R７
目標目安

R７
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意見
今後の
方針

今後の展開

らくらく窓口証明書
交付サービス導入
事業

《２-３-１》

【市民生活課】

指
標
①

らくらく窓口
証明書交
付サービス
の利用率

　－　％
（R6年度）

25％
（R9年度）

15％
（R7年度）

17.1％
（R7年度）

指
標
②

「らくらく窓
口証明書
交付システ
ム」を設置
した窓口に
おける証明
書交付に
係る待ち時
間

　－分／件
（R6年度）

　５分／件
（R9年度）

８分／件
（R7年度）

２分／件
（R7年度）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装タイプ）　小計 ② 事業数 2 2,117,348 1,058,674 1,058,674

令和７年度　新しい地方経済・生活環境創生交付金　（　デジタル実装型　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）
黒字・・・・・目標値達成
赤字・・・目標値未達成

No

（Ｄ）
事業の方向性

R７総額

財源内訳

指標

【実績・成果】
　市役所本庁舎窓口に「らくらく窓口
証明書交付機」を２台設置し、住民
票、印鑑登録証明書、戸籍全部事
項証明書、戸籍の附票の発行を自
動化する「書かない窓口」の環境を
整備し、令和８年３月17日から運用
を開始した。
　マイナンバーカードをかざすことで
申請書の記入が不要となり、証明書
を短時間で取得できる仕組みを構
築した。その結果、窓口の混雑緩和
や住民の利便性・満足度の向上、並
びに職員の事務負担軽減や業務効
率化につながることが期待される。

【課題】
　「書かない窓口」の利便性や利用
方法について十分な周知に至って
いないことから、利用の一層の促進
に向け、幅広い世代に対する効果
的な情報発信が必要である。
　また、現在、受付発券機付近に職
員を配置し、マイナンバーカードの
持参を確認した上で、「らくらく窓口
証明書交付機」の利用案内を行って
いる。今後は、利用者自身が機器を
認識し、円滑に利用できるよう、分
かりやすい表示や案内の工夫等に
より、職員の補助によらない運用へ
の移行が必要である。

A

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

R8.3月運用開始によ
り、証明書取得の需要
が高い時期に実績とし
て現れ、待ち時間の短
縮もできたことは評価で
きる。
新しいサービスに不慣
れな層に対して、利便
性等を周知する取り組
みを今後期待したい。

事業が効
果的であっ
たことか

ら、取組の
追加等さら
に発展さ
せる。

　「書かない窓口」のさらなる
定着に向け、利便性や利用方
法に関する周知を強化すると
ともに、窓口における案内表
示の工夫や動線の見直しによ
り、利用者が自ら円滑に機器
を利用できる環境の整備を進
める。あわせて、操作に不慣
れな利用者へのサポートを継
続しつつ、段階的に職員の補
助に過度に依存しない運用へ
移行する。
　さらに、今年度実施予定の
証明書手数料のキャッシュレ
ス化により、窓口手続のデジタ
ル化を一層推進し、利便性向
上と事務効率化の両立を図
る。

3

【事業目的】
　現在、各種証明書の発行件数のうち、約7割が本庁舎窓口で発行されており、窓口の
混雑の一因となっていることから、本庁舎窓口に「らくらく窓口証明発行システム」を導入
することにより、「書かない窓口」を実現し証明発行の効率化及び混雑の緩和を図り、窓
口における市民の待機時間の短縮を図る。
また、当該システムの利用を通して既存のコンビニ交付サービスの利用促進を図り、地
域内に自治体DX化による恩恵の周知・浸透を図る。

【事業概要】
　J-LIS「地方公共団体向け窓口申請ツール」を活用した「らくらく窓口証明書交付機」を
市役所本庁舎市民生活課窓口に２台設置し、「住民票」「印鑑登録証明書」「戸籍全部事
項証明書」「戸籍の附票」の発行を自動化することで窓口における市民の待機時間の短
縮を図る。

　・らくらく窓口証明書交付機器（２台）　　　　　　　　 　 656,348円
　・らくらく窓口証明書交付サービス　初期設定費　  1,232,000円
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,888,348円

【計画期間】
　Ｒ７

≪参考≫
　R７決算　総事業費　　　　　　　　　　　　　 1,888,348円
　　　　　　　うち交付金（総事業費の1/2）  　 944,174円

デジタル実
装型

1,888,348 944,174 944,174

地方創生
に非常に
効果的で

あった

資料１－１

・事業実施期間：R７年度

・交付金交付対象期間：R７年度

・検証対象期間：R７～R９年度
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交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R７
目標目安

R７
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意見
今後の
方針

今後の展開

避難所環境改善事
業

《２-１-11》

【防災安全課】

指
標
①

購入した資
機材の市
総合防災
訓練での
利用

―
1回

（R9年度）
1回

（R７年度）
1回

（R７年度）

指
標
②

購入した資
機材の利
用に対する
自主防災
組織への
啓発回数

―
5回

（R9年度）
5回

（R７年度）
5回

（R７年度）

指
標
③

防災の取
組に関する
市民への
認知度

―
70％

（R9年度）
70％

（R7年度）
98.8％

（R7年度）

地域未来交付金（地域防災緊急整備型）　小計 ③ 事業数 1 35,310,000 17,655,000 17,655,000

令和７年度　地域未来交付金　（　地域防災緊急整備型　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）
黒字・・・・・目標値達成
赤字・・・目標値未達成

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

（Ｄ）
事業の方向性

R７総額

財源内訳

指標

整備した資機材の数も
国の基準に沿ったもの
になっており、総合防災
訓練も実施している。さ
らに、目標値をすべて
達成したことから一定
の評価ができる。

事業が効
果的であっ
たことか

ら、取組の
追加等さら
に発展さ
せる。

引き続き、市民誰もが、使用
可能となるように、総合防災訓
練や自主防災組織リーダー研
修会で周知をはかる必要があ
る。
市総合防災訓練で、避難所設
置訓練を年１回以上実施す
る。
自主防災組織の研修会を年5
回以上開催する。

4

【事業目的】
　指定避難所に簡易ベッド、間仕切りテントを配備し、避難所の生活環境の改善を図る
ことにより、市民の安全・安心な暮らしの確保する。

【事業概要】
　避難所の生活環境を改善するため以下の備品を配備する。
　・簡易ベッド　　　2,200台
　・間仕切りテント 　390台

【事業期間】
　R７

地域防災緊
急整備型

35,310,000 17,655,000 17,655,000
地方創生
に効果が

あった

【実績・成果】
　簡易ベッド及び間仕切りテントを指
定避難所に分散備蓄をすることがで
き、避難所におけるプライバシーの
確保、感染症対策、災害関連死の
防止、要配慮者への対応などが可
能となり、避難時の生活環境の改善
を図ることができた。

【課題】
　避難所運営の主体は、自主防災
組織や町内会などの市民となること
から、使用方法の熟度を高めていく
必要がある。引き続き、市民誰も
が、使用可能となるように、総合防
災訓練や自主防災説明会で周知を
はかる必要がある。

A

資料１－１

・事業実施期間：R７年度

・交付金交付対象期間：R７年度

・検証対象期間：R７～R９年度
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交付金 一般財源 基準値
(計画策定時)

指標値
(目標年度)

R７
目標目安

R７
実績値

事業
効果

成果・課題
事業の
評価

外部有識者からの意見
今後の
方針

今後の展開

人材・学・企業の結
集「課題先進地か
らのデジタルイノ
ベーション戦略」

《２-１-３》
《７-１-２》

【企画政策課】
【産業政策課】

指
標
①

地域未来
投資促進
法による
「新潟県第
４次産業革
命分野・デ
ジタルイノ
ベーション
創出連携
支援計画」
構成大学
等の県内
就職率（新
潟大学、長
岡技術科
学大学、新
潟工科大
学、長岡造
形大学、長
岡工業高
等専門学
校）

＿ ＿ ＿

指
標
②

本事業によ
る付加価
値創出額
（地域未来
投資促進
法による地
域経済牽
引事業の
付加価値
創出額）

＿ ＿ ＿

指
標
③

サテライト
オフィスの
立地件数

＿ ＿ ＿

指
標
④

人材・企
業・大学等
が結集す
るエコシス
テムの形
成

＿ ＿ ＿

デジタル田園都市国家構想交付金（推進タイプ）　小計 ③ 事業数 1 6,385,000 3,192,000 3,193,000

令和７年度　交付金 （①+②+③） 合計 事業数 5 43,812,348 21,905,674 21,906,674

（Ｄ）
事業の方向性

R７総額

財源内訳

指標

特に見直
しをせず、
事業を継
続する。

　引き続き、継続的な創業支
援を通じて新事業を創出し、
雇用の確保と新たな人の流れ
を生み出すとともに、既存事業
者の経営課題解決に向けた
伴走型支援を推進する。
　また、ふるさと回帰支援事業
においても引き続き、年１回程
度のデジタルブック形式による
情報誌を発行し、ＵＩターン者
の生活、市内企業の情報及び
市支援制度等の情報発信に
努める。

第２期総合戦略：
P11
基本目標Ⅰ-③-1）
新規創業者の育
成・支援
P14
基本目標Ⅱ-①-1)
若い世代のＵＩＪ
ターンの促進

令和７年度　デジタル田園都市国家構想交付金　（　推進タイプ　）　検証シート

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）
黒字・・・・・目標値達成
赤字・・・目標値未達成

No

交付対象事業
の名称

《款項目》
【担当課】

総合戦略位置付け

事業目的
・

事業概要
・

計画期間

交付金
の種類

実績（決算）額　〈単位：円〉 （Ａ）
本事業における重要業績評価指標（KPI）

3,193,000

地方創生
に非常に
効果的で

あった

【実績・成果】
　定期創業相談（利用者22人、延べ
相談件数：71件）、起業セミナー全4
回（延べ参加者16人）、ビジネスプラ
ン審査会（出場プラン：４件）、既存
事業者の経営課題解決等の相談支
援（相談件数：12件）、ビジネスプラ
ン審査会等の採択者を対象とした新
規創業必要費用の一部補助（３件、
計865千円）
　これらの支援による令和７年度の
新規創業件数（第２創業含む）は11
件となった。特に地元食材を活用し
た食関連の創業により、地域の付加
価値向上に寄与している。
　また、ふるさと回帰支援事業にお
いては、ＵＩターン者の生活、市内企
業の情報及び市支援制度を紹介す
る情報誌をデジタルブック形式で発
行した（年1回、3月発行）。また、若
年層に人気の移住情報誌「TURNS」
とコラボすることで、20～40代に対し
て効果的な発信媒体とした。

【課題】
　創業希望者や経営課題を抱える
事業者へのアプローチを強化し、着
実な創業件数の増加と継続的な事
業者支援につなげる必要がある。
　また、情報誌においては更なる閲
覧数の増加に向けて、移住イベント
での活用に加え、市の広報誌や
SNSを活用した情報発信など、広報
手段の検討が必要。

事
業
紹
介

【事業目的】
　新ビジネスへの挑戦を切り口に、更に移住定住施策を組み合わせ、新たな人の流れ
の創出を目指す意欲的な取組を実施する。

【事業概要】　十日町市の総事業費：6,385千円

１．経営課題解決・新ビジネス創出支援事業　3,885千円〔委託料：3,020千円、補助金：
865千円〕
（１）起業・創業支援事業
　　定期創業相談、起業セミナー、ビジネスプラン審査会を開催。定期創業相談につい
て、オンラインも可能とし,、創業希望者のニーズに沿った支援体制を整えた。
（２）頑張る企業競争力アップ事業
　　既存事業者の経営課題解決等の相談支援について、オンラインも可能とすることに
より、相談しやすい体制を整えた。
　　また、商品開発や販売促進をテーマとしたセミナー開催により、コンセプト設計やマー
ケティング戦略等を学ぶ機会を設け、市内事業者の新たな地場産品開発を支援した（開
発にあたっては、市補助金でも支援）。
（３）新規創業時の補助金
　　ビジネスプラン審査会の採択者に対し、創業に係る必要経費の一部を補助した。

２．デジタルブックによりU・Iターン情報の発信を行う「ふるさと回帰支援事業」〔委託料：
2,500千円〕
　　デジタルブック形式のU・Iターン情報誌を発刊し、市の移住定住特設サイトで公開し
た。

【事業期間】
R５～R９

≪参考≫
　・新潟県ほか十日町市を含む県内15自治体（長岡市、三条市、柏崎市、新発田市、
　　小千谷市、加茂市、見附市、村上市、燕市、糸魚川市、魚沼市、阿賀町、湯沢町、
　　津南町）による広域連携事業（代表自治体：新潟県）
　・外部有識者からの評価検証は、新潟県が実施する。

≪参考≫
　R05決算　総事業費　　　 　　 　7,394,000円
　　　　　　  うちデジ田交付金　   3,697,000円

　R06決算　総事業費　　　 　　 　8,694,000円
　　　　　　  うちデジ田交付金　   4,347,000円
　
　R07決算　総事業費       　 　　6,385,000円
　　　　　　  うちデジ田交付金　   3,192,000円

推進タイプ 6,385,000 3,192,000

（Ｂ）
当該年度における取組評価

（Ｃ）
外部有識者からの評価

資料１－１

・事業実施期間：R５～R９年度

・交付金交付対象期間：R５～R９年度

・検証対象期間：R５～R９年度
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